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「社会的企業」の起源についての一考察
－－イギリスを事例として－－（１）
八木橋　慶　一
A Discussion on the Origin of Social Enterprise ― A case of UK（Ⅰ）
Keiichi YAGIHASHI
要　旨
　本稿の目的は、社会的企業の起源を検証することで、その本質を解明することである。歴史的
観点から分析を行うため、社会的企業の起源である非営利組織、協同組合および共済組織に関す
る文献に焦点を当てた。また、研究対象国はイギリスとした。これは、非営利組織、協同組合お
よび共済組織の現代的な組織形態に大きな影響を与えた国のひとつがイギリスだからである。
　第一部では、本論文における社会的企業の定義を行い、イギリスの社会的企業の起源と考えら
れる「ボランタリー・アクション」を分析した。定義については複数の先行研究を検証し、サー
ドセクター（非営利組織や協同組合などの総称）を現代の社会的企業の基盤とする見解を採用し
た。次にW.ベヴァリッジの『ボランタリー・アクション』（1948年）を取り上げた。同報告書
を読み解くことで、ボランタリー・アクションが社会的企業の起源のひとつであることを明らか
にした。
Summary
　　This paper aims to examine the origin of social enterprise and clarify the nature. The author 
focused on literature on non-profit organization, cooperative association and mutual aid 
association, which are considered to be the origin of social enterprise, to make the analysis of the 
nature from a historical perspective, and particularly the literature on the transformation of these 
organizations in the United Kingdom because the UK is one of the most inﬂ uential countries on 
their modern organizational forms. 
　　The ﬁ rst part of the paper deﬁ nes social enterprise used in the paper and analyzes ‘voluntary 
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action’ which is considered as the origin of the British social enterprise. The author examined 
some previous studies and adopted as the definition the viewpoint that the third sector (the 
collective name for non-proﬁ t organization, cooperative association and mutual aid association) 
is the basis for social enterprise. Then, the author examined Voluntary Action: A Report on 
Methods of Social Advance (1948) written by Lord Beveridge and clariﬁ ed that voluntary action 
was one of the origins of social enterprise in UK.
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Ⅰ．はじめに
　本稿は、「社会的企業（ソーシャル・エンタープライズ）」の本質について、その起源から考察
を行い、明らかにすることを目的とする。
　社会的企業とは、一般に社会問題の解決を目的として活動する民間の事業組織であるが、非営
利組織（わが国であれば社会福祉法人や公益財団・社団法人、NPO法人など）のように寄附金や
補助金に頼らずに自主事業で収益を上げ、事業の継続をはかる組織とされる。つまり、社会貢献
活動とビジネス活動の両立を試みる事業体ということになる。しかし、社会貢献活動は一般に非
営利性が高い。他方、ビジネス活動それ自体は営利、非営利のいずれの事業体も行うものである
が、一般に営利企業が収益を上げるために行う活動というイメージが強い。そのため、社会的企
業は非営利組織あるいは営利企業の新種なのか、それともそのいずれにも分類できないまったく
新しい事業体なのか、多くの研究者による定義が並立している状況である１）。
　現在のところ、社会的企業の本質は非営利性にあるのか、それとも営利性か、研究者間におい
て統一的な見解があるわけではない。最大の原因としては、この研究に取り組む研究者がどの学
問分野に属するかで着眼点が異なることが考えられる。たとえば、社会的企業のマネジメントの
実態や事業性を中心に考察をするのか、社会問題との関係性に力点を置くのかなどである。前者
の立場の代表例が経営学やビジネススクール系の研究であり、後者は社会学系の研究が該当する
であろう。もちろん、新しい研究分野が生まれた場合、研究対象に学際的にアプローチすること
は不自然ではない。それゆえ、このような見解の相違が生じることはやむを得ない面はある。さ
らに、学派による解釈に違いがあっても、社会的企業の実際の活動が社会貢献を果たしているの
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であれば、本質に拘泥する必要はないという見解もありえる。
　しかし、どのような新しい事象であっても、社会科学の研究対象が無から突然生じるわけでは
ない。これは社会的企業研究も例外ではない。かりに社会的企業が新しい組織形態であるとして
も、その基盤となるものが以前から存在しているのは当然である。それが何であるのか、登場し
た時期はいつなのか。社会的企業の本質を論じるには、これらの点こそが重要ではないか、とい
うのが本論文における主張である。したがって、歴史分析により社会的企業の本質の解明を試み
る。
　社会科学における研究手法としては、一般に数量的な分析や質的調査が強調される。そしてそ
れらの調査分析から得られたデータをもとに、理論化あるいは事象の本質の解明が行われる。と
りわけ特定の事業体を取り上げることが多い社会的企業研究であれば、質的調査の手法を用いる
ことが好ましい場合が多い。しかし、あえて歴史分析の手法を利用するのは、目の前にある事象
の分析に限定することで見落としがちな点にこそ、社会的企業の本質が隠れているのではないか
と考えるからである。このような点を解明するには、歴史分析の手法が合致している。たとえば、
比較政治学者のピアソンが述べるように、理論自体はある特定の瞬間から生じた現象から構築さ
れたものであり、いわば「静止画」である。しかし、上述のように、事象の本質の解明にはその
歴史性を無視することはできない。これを検証するには動態的な分析、ピアソンの言葉であれば
「動画」として描く必要がある。理論化や事象の本質の解明に歴史分析が必要な理由はここにあ
る［Pierson, 2004＝2010］。
　また、最初にこの本質論における本稿の立場を明確にする必要がある。上述のように、社会的
企業の本質は非営利か営利か、あるいはそのハイブリッドなのか、という点である。端的に述べ
るならば、社会的企業の本質は非営利性にあると考える。先行研究などから、実際の活動がハイ
ブリッドな性格を持つことは否定できない。しかし、その起源をたどるならば、非営利組織、あ
るいは「ミューチュアル」と呼ばれる協同組合や共済のような一般市民の生活防衛のための相互
扶助組織といった営利企業とは異なる民間セクターの歴史に根差したものであること間違いない
からである。時代の経過とともに変化する部分はあるだろうが、本質まで変わることはないはず
である。そこで本稿では、協同組合や共済、非営利組織を抱合する「社会的経済」２）、あるいは
第３節で取り上げる用語で言えば「ボランタリー・アクション」といった民間非営利組織（いわ
ゆる「サードセクター」３））の検証を中心に行う。ただし、活動の根幹にかかわる動機に相違も
あるため、非営利組織とミューチュアル型組織は適宜区別して論じる。
　社会的企業研究に限らず、研究の対象の理論化や本質の析出には国際比較が好ましいことは否
定しがたい。実際、社会的企業の国際比較研究は数多く行われており、ヨーロッパの研究者間の
ネットワーク（EMESグループ）は著名である４）。これらの研究が社会的企業の本質の解明に多
大な貢献を残してきたのは事実である。しかし、本稿は個人研究であり、詳細な国際比較には限
界がある。また、歴史分析の場合、特定の国や地域に対象を限定した方が詳細な記述が可能とな
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る。そこで本論文ではイギリスに焦点を絞る。その理由は次の通りである。
　まず、イギリスでは社会問題に取り組む民間の非営利組織が近代に大きく発展した歴史がある
ことがあげられる。具体的にはボランタリー団体やチャリティ団体のことである。社会的企業を
民間非営利組織の発展のひとつの形態として捉える場合、イギリスの非営利組織の発展史を除外
することはできない。さらに、イギリスでは上記の非営利組織が事業活動を行いやすくするため
に、CIO（Charitable Incorporated Organisation, 公益法人）やCIC（Community Interest Company, 
コミュニティ利益会社）といった法人格が2000年代以降相次いで創設されている５）。これは、社
会的企業の発展のための基盤がどこにあるかについて、イギリス政府の認識を示すものでもあろ
う。
　２点目としては、協同組合や共済組織の直接的な起源がイギリスにあるからである。さらに、
これらのミューチュアル組織は先行研究、とりわけ上述のEMESにおいては、社会的企業の基盤
となる組織として詳細に検証されてきた。イギリスにおいても、社会的企業の発展にミューチュ
アル組織が大きな役割を果たしてきた６）。また、2010年代以降は公共セクターの分離独立（「ス
ピンアウト」と呼ばれる）に伴う「ミューチュアル化」も政府主導で進められている。いわば公
共セクターの社会的企業化の現象が生じているわけで、政府側も社会的企業の組織形態として認
めているのである。このように、社会的企業をその起源から本質を解明しようとするならば、イ
ギリスの歴史はまさにうってつけの事例なのである。
　もちろん、サードセクターと社会的企業の関係については、上述のEMESの研究以外にも多く
の研究者が、民間非営利組織が社会的企業の発展の土台であったことを認めている。たとえば、
カーリン［2008］はアメリカにおいて過去にも社会的企業という言葉が用いられなかっただけで、
サードセクターが同様の活動を行ってきたことを指摘している。またイギリスについても、テイ
ラー［2004=2007］はサードセクターの発展、彼らと国家との関係の変遷といった歴史的観点
から社会的企業の台頭を描いている。わが国でも塚本［2008］がミューチュアル組織の歴史と
現代における再生という観点で解説をしている。本論文もテイラーと同様の論理構成であるが、
より歴史的、思想的な観点から社会的企業を論じることとする。この点で先行研究との差異化が
図れると考える。
　本論文の構成であるが、次節では社会的企業の定義一般を簡潔にまとめる。さまざまな定義あ
る中で本稿における社会的企業の捉え方を明確にするためである。第３節は、イギリスの民間非
営利組織が第2次世界大戦以降の福祉国家形成期においてどのように評価されていたか、福祉国
家の構築に大きな影響を与えたベヴァリッジの著作を通じて読み解く。社会問題と社会的企業の
関連性を考慮する場合、社会的企業の淵源としての「ボランタリー・アクション」を再評価する
必要があると考えるからである。
　第４節ではチャリティ団体の歴史的展開、および1960年チャリティ法を簡潔に紹介する。現
代において、社会的企業のひとつの基盤となったチャリティ団体の歴史的意義を確認することは
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重要であろう。第５節では、1970年代末の福祉国家の再編期において、協同組合研究から提唱
された「社会的企業」論を考察する。この時期は社会的企業の胎動期であり、直接的な起源とし
て検証することは不可欠である。
Ⅱ．社会的企業の定義
　一般に社会的企業は、社会問題にビジネスの手法を用いて取り組む新しいアクターとされる。
その社会問題とは、貧困や社会福祉一般、環境保全のような公共セクターや非営利組織が取り組
んできたものから、長期失業者や就業経験のない若者などへの就労・起業支援、生活困窮世帯の
子どもへの学習・生活支援といった比較的近年注目を集めるようになった問題まで多岐にわたる。
さらには、地域コミュニティの維持や再生のように特定の地域に限定されるものから、国際貿易
における商取引に変化を促そうとするフェアトレード７）のような先進国と発展途上国間の南北
問題といったグローバルな問題も対象とされる。いわば「何でもあり」なのである。
　このように社会的企業が取り組むとされる社会問題自体は広範だが、問題の解決に向けて取り
組む主体、つまり社会的企業自体はどのように捉えられているであろうか。研究者によって多様
な定義が存在しているが、少なくとも以下の３点は一致している。
①政府・自治体や公的機関ではない民間の組織
②社会問題の解決に取り組むことを目的とする組織
③補助金や寄附金だけでなく事業収益も重視する組織
　つまり、通常の営利企業とは②の点から、また従前の補助金頼りの非営利組織とは③の点から
区別されるということである。とはいえ、地域コミュニティの生活防衛に積極的に取り組み、自
主事業で運営されている協同組合、あるいは営利企業による倫理的な観点から社会貢献事業を積
極的に展開する活動、いわゆる「企業の社会的責任（CSR）」８）など、上記の３点からだけでは社
会的企業と区別しにくい場合がある。そのため、先行研究では純粋に慈善的な組織から純粋に営
利的な組織のスペクトラム（連続体）に中に存在するハイブリッドな組織と定義したり（図表１
および２参照）、社会貢献と事業継続性を両立させつつ社会問題の解決に革新的な手法を導入す
る、いわゆる「ソーシャル・イノベーション」を推進できる組織であるとしたりするなど［谷本, 
2006a］、各自の視点で差異化を図っている。
　また、上述のEMESの場合、非営利組織と協同組合の特徴の重なり合う組織が社会的企業を定
義した（図表３参照）。さらに社会的企業は社会目的の堅持と収益性重視、さらに協同組合型の
民主的な意思決定という３つの次元を持つ企業組織と提唱し、その３つの次元にそれぞれ３つ、
合計９つ特徴があるとした［Defourny et al., 2014, 48］。次の通りである。
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図表１　社会的企業のスペクトラム
出所：Dees ［1998］, p. 60.
図表２　組織類型から見る社会的企業の範囲
出所：Alter ［2007］（一部改変）（Ridley-Duﬀ  et al. ［2015］, p. 70も参照。なお、Alterは、
Nicole Etchart and Lee Davis ［1999］ Profits for Nonprofits, NESsT, を参考に作成とする）.
経済的次元
　ⅰ　財・サービスの生産・供給の継続的活動
　ⅱ　経済的リスクの高さ
　ⅲ　最少量の有償労働
社会的次元
　ⅳ　コミュニティへの貢献という明確な目的
　ⅴ　市民グループが設立する組織
　ⅵ　利潤分配の制限
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民主的次元
　ⅶ　高度の自律性
　ⅷ　資本所有に基づかない決定
　ⅸ　活動によって影響を受ける人々による参加
　この定義の場合、社会的企業には協同組合や共済といった相互扶助組織の要素が中心にあると
主張する。
　また、民間企業セクター（営利企業）とボランタリーセクター（非営利組織）の２つのセクター
の関係だけに限定せず、公共セクター（公的機関）も含めた３つのセクターの関係から定義付け
る研究も早い段階から存在した（図表４参照）。社会的企業は、純粋な営利企業と純粋な慈善組
織の中間領域に存在する混合的な組織に限定されるものではなく、公共セクターの領域との重複
もありえるということである。実際、前節で触れたようにイギリスでは地方自治体の公共サービ
ス部門のスピンアウトが進められ、ミューチュアル組織が生まれている。上述の①で除外される
組織が純粋な公共セクターに限定されるのであれば、公共セクターからのスピンアウト型ミュー
チュアル組織は社会的企業の一形態として扱うことも可能となる。
　このようなセクター横断型の定義をより発展させたものとしては、リドリー＝ダフらのものが
ある（図表５）。公共セクター、民間企業セクター、サードセクターの重なり合う部分を社会的
企業とし、どのセクターと重なり合っているかで社会的企業をタイプ分けしたものである。タイ
プAを非営利モデル、タイプBを企業の社会的責任（CSR）モデル、タイプCを利益活用モデル、
図表３　協同組合と非営利組織の交差空間に存在する社会的企業のイメージ
Borzaga et al. ［2001=2004］, p. 35.
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図表４　セクター横断型の社会的企業の初期イメージ
　　　　　　　　　　※重複部分が社会的企業
出所：Leadbeater ［1997］, p.10.（一部改変）
出所：Ridley-Duﬀ  et al. ［2015］, p. 77.（一部改変）
図表５　セクター横断型の社会的企業の類型図
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タイプDをマルチステークホルダ （ー複数の利害関係者）・モデルとする。タイプAにはチャリティ
系の事業組織や民間企業に資産譲渡を行わない組織などが該当する。タイプBはフェアトレード
や公民パートナーシップなど、タイプCは企業とサードセクターのパートナーシップや社会的目
的に利益を再投資する事業組織などとされる。最後にタイプDは、マルチステークホルダー型の
企業や社会経済的な利益の分配を民主的なコントロール化に置く組織など、所有と分配における
新しいタイプの事業組織とする。ただし、このタイプは理念型とする［Ridley-Duﬀ  et al., 2015, 
78］。
　このように社会的企業の定義は、スペクトラムを用いるもの、セクター間の重なりから判断す
るものなど多様である。社会問題は、社会的企業だけでなく公共セクターも取り組む必要がある
問題であることを考慮すれば、セクター横断的な定義がより包括なものになると考えられる。実
際、イギリスでは公共サービスのスピンアウト型ミューチュアル組織が登場しており、公共セク
ターとの関係は無視できない。また、リドリー＝ダフらは、公共セクターでは再分配、民間企業
セクターは市場交換、サードセクターは互酬性９）といった原理に基づく点を指摘している。さ
らに、サードセクターにはフィランソロピー（非営利組織）とミューチュアル（協同組合・共済
組織）の原理がある点も組み込んでいる。本稿では、彼らの定義の包括性を重視し、この立場か
ら論じることとする。
　とはいえ、本稿は社会的企業の定義を主題にしたものではない。主題は社会的企業の本質と起
源である。じつは、その点についてはリドリー＝ダフらの定義からもヒントが得られる。サード
セクターの原理、フィランソロピーとミューチュアルである。前節でも触れたように、非営利組
織と協同組合・共済組織が社会的企業の発展の基盤となったからである。そこで次節では、イギ
リスにおける民間非営利組織について、福祉国家形成期における中心人物の見解を読み解くとこ
ろから現代との関係性を考察することとする。
Ⅲ．起源としての「ボランタリー・アクション」
　2015年８月、筆者はロンドン市内にある社会的企業パーティシプル（Participle）の事務所を
訪問し、彼らが掲げる理念や活動などについてヒアリング調査を行った。パーティシプルは地域
の多様な問題に取り組む組織であり、とりわけ子どもの反社会的行動や不登校、親の虐待、失業
に伴う貧困など、多様な問題を抱える家族への支援プログラム（Life Programme）を開発し、
実践していた［Participle, 2014］。これら多問題家族支援だけでなく、ロンドンのある特別区内
の高齢者をおもに対象とした助け合いサークル（Southwark Circle）の運営に携わるなど［たと
えば、00, 2012=2014を参照］、社会サービスに深くかかわる社会的企業であった10）。しかし、
調査において対応者が繰り返し強調したのは、同団体が提唱した新しい福祉国家の理念、「ベヴァ
リッジ4.0」であった［Participle, 2008］。
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　社会政策や社会保障、社会福祉などの研究に触れた者でベヴァリッジの名を知らない者はいな
いであろう。1942年に公表された『社会保険および関連サービス』、いわゆる『ベヴァリッジ報
告』の著者である。わが国でも新訳が出版されている［Beveridge, 1942=2014］。現代福祉国家
のデザインを示したものとして不朽の名声を得ている報告書である。パーティシプルは、時代の
制約があったとはいえ、そのベヴァリッジのデザインにはミスがあったと指摘し、現代において
彼の思想をアップデートしたと主張したのである。それが「ベヴァリッジ4.0」の名称の意味で
ある。
　ベヴァリッジの記した報告書は、上述のものを含めて３つある。パーティシプルは、1948年
に公表された３つ目の報告書を「ベヴァリッジ3.0」と呼んだ11）。それが『ボランタリ ・ーアクショ
ン：社会進歩の方法に関する報告（Voluntary Action: A Report on Methods of Social Advance）』で
ある。ベヴァリッジ自身が以前は市民の潜在的な力を見逃し、制限を課していたことを認め、こ
の報告書で懸念を表したとパーティシプルは指摘したのであった［Participle, 2008, 3］。パー
ティシプルは自らの理念を「ベヴァリッジ4.0」と名付けたわけで、これは『ボランタリー・ア
クション』を踏まえた上でベヴァリッジの思想の批判的継承を表明したものといえる。パーティ
シプルは、ベヴァリッジを引用することで社会的企業の活動の理念の根幹には、市民による自発
的な社会貢献の精神、いわゆるボランタリーな精神があると主張したのである。
　では、ベヴァリッジが強調し、パーティシプルが継承した「ボランタリー・アクション」とは
どのようなものなのか。そしてこれがどのように現代の社会的企業につながっているのであろう
か。
　ベヴァリッジによるとボランタリー・アクションとは、相互扶助動機（Mutual Aid motive）
と博愛主義的動機（Philanthropic motive）の２つの動機から構成されるものである。相互扶助
動機に基づく組織として市民によるアソシエーション（結社）をあげ、友愛組合（Friendly 
Society）や相互扶助組織（たとえば労働組合や協同組合など）が代表例とした。博愛主義的動
機の場合、多種多様な組織があるが、なかでも社会問題の解決に人道的な観点から取り組む公益
信託（charitable trust）を取り上げた［Beveridge, 1948, 7-9］。前節でも述べたように、社会的
企業の発展の土台にあるのはサードセクターの原理、フィランソロピーとミューチュアルである。
ベヴァリッジも、ボランタリー・アクションの呼称ではあるが、これらが社会問題の解決あるい
は市民の生活防衛を目的とする組織の原理であることを指摘していたのである。
　とはいえ、『ボランタリー・アクション』は1948年に公表されたものである。状況が現在と異
なるのは自明である。当時は福祉国家の黎明期であり、社会サービスの主たる担い手は、ボラン
タリ ・ーアクションを担う組織（非営利団体や協同組合など）から国家へと移行する過渡期であっ
た。したがって、ベヴァリッジにとって関心事は国家の役割と市民（ボランタリ ・ーアクション）
の役割の峻別であった。彼は、福祉国家が発展するとしても、ボランタリー・アクションは「自
由社会の徴表」であり、「イギリス社会の顕著な特徴」なのだから、その「活力と豊かさ」を維
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持すべきとし、その方策をこの報告書で検討するとしたのである［ibid., 10］。そして、（とりわ
け博愛主義的動機に基づく）ボランタリー・アクションでは、「国家がすべきでないこと」、「国
家が行いそうもないこと」、「国家に先駆けて動き、実験すること」、また「金銭では得られないサー
ビス」を行うよう求められるとしたのである［ibid., 301-302］。
　国家が提供しうるものは国家が提供し、それ以外のサービス、とりわけ新しい問題については
従来通りボランタリー・アクション側が担うべきということである。その代表的な事例が、友愛
組合が発展させた相互保険であろう。19世紀を通じて友愛組合を中心にボランタリー組織は疾
病保険などを開発、発展させたが、社会保険の重要性に気付いたイギリス政府が1911年に国民
健康保険を導入することで両者の関係が変化する。イギリス政府は、社会保険制度の構築にあたっ
て、友愛組合や労働組合の先駆者としての役割を認め、認可組合制度12）を導入することで友愛
組合との協調関係を築くこととなった［ibid., 74-75］。
　また『ベヴァリッジ報告』においても、認可組合制度を利用することで「偉大な友愛組合運動
の経験と組織とを社会のより広い分野に行き渡らせることを可能とした」とする［Beveridge, 
1942=2014, 44］。相互扶助動機に基づく「友愛組合の偉大な開拓者的な働きが、この分野で最
大限生かされた」わけであり［同上, 51］、一般市民や労働者の生活防衛のしくみを政府に認め
させたのである。現代においても、社会問題の解決や生活防衛のための取り組みは、単体の社会
的企業や非営利組織、あるいは利害関係者だけの運動で終わってしまっては社会に大きな影響を
残せない。公共政策の変更につながることで、社会的企業やサードセクターの実践家および研究
者が唱える「ソーシャル・イノベーション」13）が実現できる。その先駆であったともいえる。た
だし、この時の協調関係は友愛組合側が公的性格を強め、本来持っていた社会性を低下させたこ
とは指摘されている［Beveridge, 1948, 78-79］。
　しかし、ベヴァリッジが比喩的に「結婚」と表現した1911年からの国家と友愛組合の蜜月は、
1946年には「離婚」に至った［ibid., 80-81］。『ベヴァリッジ報告』の正式なタイトルの通り、
福祉国家の建設に向けて社会保険制度の整備を進めるためには、友愛組合といった民間のボラン
タリー組織との関係を改める必要があったからである。それゆえ、上述のように国家とボランタ
リー・アクションの活動を明確に線引きすることが求められたのである。
　とはいえ、国家が社会保障制度により再分配を行い、社会サービスを提供するようになっても、
すべてのニーズに応えることはできない。ベヴァリッジもボランタリー・アクションで取り組む
べき領域が残されているとしたのである。高齢者、子ども、障がい者、未婚の母とその子、元受
刑者など特別なニーズのある人たちの場合には、物質的なリソース（たとえば住宅、病院、職業
訓練校など）に資金が使われるべきであるし、ボランタリー・アクションも十分に活用すべきと
したのである［ibid., 266］。そのほか、レジャーなどあらゆる立場の人に関係するニーズについ
ても、行政は物質面で支援することはあっても、市民側が主導すべきであり、そこにボランタリ ・ー
アクションの役割があるとも指摘した［ibid., 286-287］。
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　じつはこれらのニーズは、21世紀の現代社会において社会的企業の活躍が望まれている分野
でもある。もちろん、ベヴァリッジの指摘は基礎的なサービスは国家が提供し、それ以外の部分
をボランタリー・アクションが提供することで利用者を支えることを意味しており、社会的企業
の役割が増大している現代とは異なる。とはいえ、求められる役割が時代によって変化しようと
も、社会的企業やその起源たるボランタリー・アクションの活躍が期待される分野に大きな違い
はないということである。違いがあるとすれば、同じ問題であっても社会の変化に伴う新しい問
題への対処の仕方であろう。この点で社会的企業に期待されるのがソーシャル・イノベーション
（あるいはそのきっかけ）なのである。
　たとえば、上述したようにパーティシプルは独自のプログラム（Life Programme）を用いて
多様な問題を抱える家族へのサポートを実践していた。これらの家族は貧困、薬物依存、家庭内
暴力、ネグレクトなどさまざまな問題を抱えるが、行政側は問題に個別に対処するためサービス
提供が非効率となる限界があった。また家族側も行政に対する不信感があるという状況であった。
そこで、パーティシプルは両者の間に入り、家族と信頼関係を築き、包括的なサービスプログラ
ムを作成、家族の生活の改善をサポートするよう取り組んだのである［Participle, 2014］。彼らは、
時代の変化に伴って登場、あるいは可視化された社会問題について、福祉行政の限界（たとえば
縦割りの問題）を乗り越える新しい手法を提言し、実践していたのであった。
　しかし、家族の抱える問題自体は『ボランタリー・アクション』の時点でもはっきりと指摘さ
れている。子どもが一般的な家庭生活を送れていない問題が、たとえば子どもをネグレクトする
母親、妻子を見捨てる父親、母親の精神状態の問題、離婚や家庭崩壊といった現代においても生
じているものがあげられていた。そしてこれらの問題におけるボランタリー・アクションの重要
性を指摘していた［Beveridge., 1948, 239-243］。もちろん、『ボランタリー・アクション』の時
代では、基礎的な給付やサービスは行政が提供し、それ以外の付随的なサービスを非営利組織側
が提供することが期待されたのであった。繰り返しになるが、ベヴァリッジは当時イギリスで構
築されたばかりの福祉国家のあり方として、行政とボランタリー・アクションの役割分担を明示
したのである。
　たしかに、パーティシプルはベヴァリッジが当初、市民の潜在能力を過小評価していた点を批
判していた。また、ベヴァリッジが福祉国家のボランタリー・アクションに及ぼす負の影響に触
れた点、あるいはボランタリー・アクションの将来についての悲観主義的な見解については、他
の研究者も指摘している［たとえば、Kendall et al., 1996, 53: Hilton et al., 2013, 28］。とはいえ、
上述のようにベヴァリッジは後に自身の見解を修正しており、『ボランタリー・アクション』は
市民社会と国家との関係の修正を試みたものとも言える［Deakin et al., 2011, 83］。彼の展開し
た議論は、福祉国家の黎明期におけるボランタリー・アクションの変化を象徴的に表したものと
いう評価が妥当であろう。
　このように考えるならば、『ボランタリー・アクション』自体は福祉国家における民間非営利
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セクターの限界と可能性を検証したものであり、それゆえ福祉国家の変容後の現代において、社
会的企業側がその思想を継承したと表明することは何ら不自然ではなかったと言える。この報告
書は、社会的企業の起源を象徴的にまとめたものなのである。
　しかし、ここでひとつ疑問が生じる。社会的企業の本質のひとつである「事業性」についてで
ある。『ボランタリー・アクション』は、「ビジネスではなく人間に奉仕」し、「利益のためでは
なく社会的良心に突き動かされる民間事業者（private enterprise）」に関する報告書とする
［Beveridge, 1948, 322］。とはいえ、そのような民間事業者も事業を継続するためには事業面で
の安定的な運営が必要である。そのためには、顧客を引き付ける商品やサービスの開発が求めら
れる。事業動機（Business motive）の重要性である。ベヴァリッジは保険業務の事業拡大をは
じめ、サッカーくじやドッグレース、映画など一般市民にレジャーを提供するなど、ボランタリ ・ー
アクションが市民への貢献と事業面での成功を収めた点を評価する。その一方で、彼は事業動機
についてアンビバレントな評価も下していた。事業動機は「博愛主義的動機と絶えず、あるいは
繰り返し対立」するものであり、「うまくいくことが多い」ものであるが、ことわざに例えて「よ
き召使であるが、悪しき主人でもある」、つまり役にも立つが害にもなるものとしたのである。
そして、事業動機が優勢な社会は「悪しき社会」とまで断じたのである［ibid.］。
　ベヴァリッジの指摘は、あくまでボランタリー・アクションに限定したものであるが、社会貢
献と事業性の両立の課題をつねに抱える社会的企業の本質にもつながる点であろう。この点につ
いて、彼は「イギリスの19世紀は、利益追求だけでなく、社会改良においても民間事業者の時
代であった」とし、この時代に見られた「利益と奉仕の２つの動機の相互作用」は報告書のテー
マのひとつとしている［ibid., 13］。そしてその例として、上流階級などの資産家だけでなく、
中産階級や宗教家、時には労働者階級の出身者など、数多くの先駆者が社会改良のために活動し
たことを取り上げた［ibid., Ch.Ⅴ］。このような動きを博愛主義的動機に基づくボランタリー・
アクションの典型例として描いたのである。
　じつは、利益と奉仕の関係で注目すべき点は、宗教（キリスト教）との関係である。ベヴァリッ
ジは、キリスト教に基づく信仰が上述の利益と奉仕のバランスを取り持つものと見ており、それ
が19世紀と比べて弱体化していた点を危惧していた。そして善を求める信仰の力、またそれに
代替しうるものが必要であるとも強調していた［ibid., 322］。つまり、相互扶助動機と博愛主義
的動機に支えられたボランタリ ・ーアクションには、その基底にキリスト教的価値観があるとし、
さらに時代の変化によって信仰心が衰えたのなら、それに代わるものによって支えなければなら
ないと主張したのである。ベヴァリッジにとって、ボランタリー・アクションの研究は、福祉国
家における民間非営利組織の役割の再定義にとどまらず、市民の宗教や社会とのかかわり方にま
で及ぶものだったのである。
　ボランタリ ・ーアクションと宗教の関係は、現代社会においても重要な問題であろう。しかし、
本論文は社会的企業の起源と歴史展開を検討するものである。したがって、ベヴァリッジの懸念
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についてさらに検証するのではなく、ボランタリー・アクション、とりわけ博愛主義的動機と社
会的企業の関連に焦点を当てることとする。具体的には、イギリスにおける民間非営利組織の中
でも、博愛主義的な精神に基づいて古くから社会問題に取り組んできた「チャリティ団体」を取
り上げる。次節では、チャリティ団体の歴史、1960年チャリティ法の意義を確認し、後に台頭
する社会的企業とどのようにつながっていたのかを検証する。
（やぎはし　けいいち・高崎経済大学地域政策学部准教授）
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団法人公益法人協会［2015］を参照されたい。
６）たとえば、イギリスにおける社会的企業の全国規模の中間支援組織Social Enterprise UKの前身のひとつであるSocial 
Enterprise Londonは、1997年に始まった協同組合の中間支援組織間の協議から1998年に創設された組織である［Ridley-
Duﬀ  et al., 2015, 56-57］。イギリスにおける社会的企業の直接的な起源を象徴的に表していると言える。
７）フェアトレードとは、「開発途上国の原料や製品を適正な価格で継続的に購入することにより、立場の弱い開発途上国の
生産者や労働者の生活改善と自立を目指す「貿易のしくみ」」と定義される［特定非営利活動法人フェアトレード・ラベル・
ジャンパンのホームページより。http://www.fairtrade-jp.org/about_fairtrade/000012.html（2016年８月３日確認）］。
８）CSRについて、たとえば谷本は、「企業活動のプロセスに社会的公正性や倫理性、環境や人権への配慮を組み込み、ステー
クホルダーに対してアカウンタビリティを果たしていくこと」と定義している［2006b, 59］。
９）社会的企業研究で取り上げられる「互酬性」とは、一般にカール・ポラニーによる経済システムの分析に強く影響を受
けているものである［Polanyi, 2001（1944）=2009］。ポラニーは、『大転換』において経済システムを「家政」、「互酬性」、
「再分配」、「市場経済」に分類し、「市場経済」は近代以降支配的になったものであり、それ以前は他の３つの行動原理が
生産と分配の秩序維持のために機能していたとした。そして、互酬性は近代以前の共同体（とりわけ無文字民族）において、
個人や集団が相互に贈り物をやりとりすることで良好な関係を築くことを可能にする原理としたのである。社会的企業研
究において互酬性の意義が強調されるのは、この原理に見られる相互扶助的な関係性に着目し、現代において非貨幣経済
を再生させることが目的だからである［山本, 2014, 12］。
10）ただし、パーティシプルは筆者が訪問した約１か月後に解散した。政府・自治体と連携した先進的な取り組みを数多く
行い、新しい福祉国家思想を表明するなど10年以上にわたって活動した組織であったが、中小規模の組織が多い社会的企
業が抱える事業継続性の課題を乗り越えられなかったのである。なお、解散後もホームページは残しており、Beveridge4.0
などの刊行物、活動の軌跡は現在でも確認できる。http://www.participle.net/（2016年８月３日確認）。
11）２つ目の報告書は、『自由社会における完全雇用（Full Employment in a Free Society）』（1944年）である。
12）国民健康保険制度では、「現金給付の管理がそれぞれ独立した財政をもつ自治的な認可組合に委ねられて」いた［Beveridge, 
1942=2014, 33］。これが、認可組合である。国家による医療保険制度の導入をめぐる政治的な妥協の産物であったとされ
る。たとえば、玉井［1980］を参照されたい。
13）イギリスにおけるソーシャル・イノベーションの定義については、前出の谷本［2006a］の定義（「社会問題の解決に革
新的な手法を導入」）よりも踏み込んだものがある。たとえば、イギリスのサードセクターの中間支援団体であるヤング財
団（The Young Foundation）の研究員らによる定義では、ソーシャル・イノベーションとは「社会的ニードを満たす目標
に動機づけられ、主たる目的が社会的なものである組織により発展、普及する革新的な活動やサービス」とされる。したがっ
て、社会のあらゆる分野において、社会問題の解決に画期的な変化をもたらした活動や新しい形態のサービスはソーシャル・
イノベーションとするのである。具体的には、ムハマド・ユヌスのグラミン銀行、ホームレス自身による雑誌販売で著名
「社会的企業」の起源についての一考察
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なビッグイシューといった最近の事例から、19世紀の社会改良家のロバート・オーウェンの協同組合運動、20世紀半ばの
フェミニズムや環境保護運動といった過去の事例もソーシャル・イノベーションとして取り上げている［Mulgan et al., 
2007］。なお、彼らが取り上げた19世紀のソーシャル・イノベーションの事例の中には、ベヴァリッジが『ボランタリー・
アクション』において博愛主義的動機に基づくボランタリー・アクションの先駆者のひとりにあげた人物も入っている（社
会改良家のオクタヴィア・ヒル）。
　　また、ヤング財団によるソーシャル・イノベーションの定義では、個別の事業に革新的な手法の導入だけでは不十分と
いう見解も含まれている。具体的には、社会変革にまでつなげることが肝要とする。そのため、彼らの議論の力点は、特
定のセクターがイノベーションを起こすのではなく、また特定の分野でのみイノベーションが起こるのでもなく、社会全
体に「イノベーション」を起こす動態的なプロセスの解明に向けられていた。彼らは、イノベーションはすぐれた個人の
活動や多くの人を引き付ける社会運動から生じるが、特定の個人や特定の組織の活動だけでは成功しないとし、成功のた
めには他者や他組織による複製（replication）が可能であり、模倣者が出ることによって社会全体へ拡散、普及することが
必要であると指摘した。そして、そのプロセスは以下の６段階を経るものとした［Murray et al., 2010, 12-13］。
　　①きっかけ・ひらめき・診断：問題を発見する段階。
　　②提案・アイデア：アイデアが生み出される段階。
　　③プロトタイピング・パイロット：アイデアが実際にテストされる段階。
　　④持続：アイデアが日々実践される段階。
　　⑤スケーリング・普及：実践しているアイデアを拡大させる段階。
　　⑥システム変革：ソーシャル・イノベーションの最終目的。
　　もちろん、システム変革は社会全体の行動様式の刷新を意味するものであり、簡単に生じるものではない。また、第５
段階のスケーリングも日々の活動に追われる社会的企業などにとって簡単に実行できるものではなない。したがって、こ
の６段階はあくまで理念的なモデルである。
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